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令和６年度第２回審議会における委員指摘事項及び対応内容 

１．【資料２、３（骨子案）について】 ≪次期計画の方向性≫ 

指摘事項 指摘事項を踏まえた対応 素案掲載箇所 

１－１． 

前回の会議では現行計画における総量圧縮の取り組みを、

更に推進することがポイントになるという話であったが、反映で

きていないのではないか。（西尾委員） 

 

 

総量圧縮の取り組みを着実に進めるため、全施設において、目

標耐用年数を迎える一定期間前の段階で、施設の今後の方向性を

検討することをルール化することとします。 

 

具体的には、第４章４．１（２）⑨「施設のあり方検討のルー

ル」に記載しており、概要は以下のとおりです。 

・建替の設計開始年度から概ね１０年前から２年前までの間

を検討時期とする。 

・市民意識調査などによる市民ニーズや、地方公会計によるフ

ルコストでのコスト情報、機能別での施設の適正規模、適正

配置の基準などを踏まえ、適切な公共サービスを提供する上

で施設の廃止、民営化、複合化・多機能化を含めた施設の再

整備の方向性を検討する。 

 

また、当該検討の結果、複合化・多機能化、単純更新を実施す

ることとなった場合は、必要に応じて「習志野市 PPP／PFI 導入

指針」に則り、民間活力の導入も含めた効率的かつ経済的な方法

で整備をすることを目指します。 

  

 

・第１章１．５（２）①ア．（ア）

「実現方法」（P.34） 

 

・第４章４．１（２）⑨、⑩ 

（P.113～120） 

資料 1 
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指摘事項 指摘事項を踏まえた対応 素案掲載箇所 

１－２． 

資料２（骨子案の概要）、2 頁「まちづくりの方向性が見えた」

と記載されているが、方向性の内容を具体的に記載すること

で、第４章に掲載予定の将来のまちづくりの展望などを踏まえ

た中長期的な視点を取り入れることにつながり、第３次計画の

方向性も明確になるのではないか。（西尾委員） 

 

 

御指摘の資料における「まちづくりの方向性が見えた」ことに

よる影響は、令和５（２０２３）年３月に実施した第２期「第２

次公共建築物再生計画」の中間見直しにより反映されており、当

該見直し内容については、第１章１．１（２）①イ．で示してい

ます。 

 

また、骨子案において第４章に掲載予定としていた、中長期的

視点に基づく本市の施設配置の考え方については、第１章１．１

（１）③に掲載しております。 

 

 

・第１章１．１（２）①イ．（P.16） 

 

・第１章１．１（１）③ 

（P.7～9） 

１－３． 

背景や課題は丁寧に記載しているが、課題解決の方向性

以降が抽象的な記載になっていると感じた。 

課題に対する具体的な対応、考え方をどの様に変えるのか

を示すことで今後の計画で目指す方向性が見えてくるのでは

ないか。（西尾委員） 

 

 

骨子案では、第１章の最後に課題解決の方向性（総量圧縮の検

討、長寿命化の更なる検討）を示したうえで、第２章「計画の基本

的な考え方」（目的、目標、基本方針など）につながっており、課

題解決のためにどの様に計画の考え方を変えるのかということが

見えづらいものとなっていたことから、御意見をいただいたもの

と捉えています。 

 

そのため、素案においては課題の解決策を 

１．事業実施の優先順位・方法の見直し 

２．実行性の確保 ※ 

（※「計画を着実に進行させる」という意図から「実行性」と表

記します。） 

の２点に整理しなおし、当該２点について第１章で具体的な方法

や重要となる視点・過程を示しました。 

 

 

・第１章１．２～１．５ 

（P.23～51） 

・第５章（P.123～133） 
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指摘事項 指摘事項を踏まえた対応 素案掲載箇所 

 

また、１点目については第４章に、２点目については第５章に詳

細を記載することで、次期計画の課題に対する対応を明確に示す

こととしました。 

 

（以下、素案の概要） 

 

第１章１．２から１．４で示したように、第２期計画期間の実

績などから、以下の３点の現状が見えてきました。 

・本市の公共建築物の老朽化が進行している 

・労務単価や資材高騰による事業費の増加が見込まれる 

・人口減少や少子高齢化が深刻化していく中で財源確保が更

に厳しくなる 

 

これらのことから１．５（１）において、「今後の事業実施が

困難である」ということを課題として整理し直しました。 

 

この課題を解決する、つまり、先述の３点を踏まえた上で事業

を実施していくためには１．５（２）のとおり「事業実施の優先

順位・方法を見直す」しかありません。 

 

その具体的な手段としては、公共サービスを適正化しつつ事業

費の削減を行う「総量圧縮の推進」と、総量圧縮を実現するまで

には一定の時間を要することから施設の安全性を確保しつつ使

える施設をより長く使うために施設の寿命を延ばし、かつ事業費

を削減できる「長寿命化の推進」によることとしました。 
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指摘事項 指摘事項を踏まえた対応 素案掲載箇所 

 

見直す際の重要な視点として「公共サービスの提供」、「施設の

安全性の確保」、「社会環境の変化」を具体的に記載することとし

ました。これらはこれまでも重要視してきたものですが、具体的

にその考えを記載することで、目指す方向性を示したものです。 

 

なお、本計画の「実行性を確保すること」も大変重要であるこ

とから、１．５（２）において課題の解決策の２つ目として挙げ

ており、「公共施設等の再生」の市と市民の合意形成や庁内での

円滑な事業実施に向けた取り組み方法について記載しています。 

 

１－４． 

全体の印象として、総量圧縮を推進することを含め将来の

まちづくりについて考えるといったメッセージとしては弱いとの

ではないか。 

公共施設再編は長い間取り組まれているため、市民の中で

は取り組み当初のインパクトはなく常識化している。 

（倉斗委員） 

 

 

再生計画策定当初から時間が経過し、公共建築物の再生を進め

て行く中で、より一層、公共建築物の老朽化の進行、事業費の増

加、市民の合意形成の困難さといった現実的な課題に直面してい

ます。 

 

そういった中で、今回、基準や施設の方向性の検討のルール化

等を図れるとともに、市民の合意形成を含めた実行性の確保を計

画に位置付けています。 

 

時間の経過とともに市民の老朽化の問題の意識は浸透してき

ていると感じています。 

そういった中では強いメッセージと共に、取り組みを着実に進め

るため、第５章に定める共有・共感の環境づくりが重要と考えて

います。 

 

 

第１章１．２～１．５（P.23～51） 
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指摘事項 指摘事項を踏まえた対応 素案掲載箇所 

（以下、素案の概要） 

 

指摘事項１－３．のとおり、第１章１．２から１．４において、

第２期計画期間の実績を踏まえ、１．５（１）において「今後の

事業実施が困難である」ということを課題として整理し直し、そ

の解決策としては１．５（２）のとおり「事業実施の優先順位・

方法の見直し」であるということを体系立てて説明しています。 

 

１－５． 

問題解決のための方法については記載があるが、目指す

べき将来展望が見えづらいのではないか。 

問題解決の優先順位はどの様な未来を描くかによって変わ

るはずであり、各施設の機能が今後１０年、２０年後に必要

か、その見直しはいつ行われるのかなど不透明な部分がある

ことで、結果的に現状と変わらない計画だと感じられることは

避けるべきではないか。（倉斗委員） 

 

 

本計画は、本市の「長期計画」及び「都市マスタープラン」に

おいて具体的に定めた本市の目指すべき将来像に基づいた公共

施設等の再生方法を定めるものであり、第１章１．１（１）①の

立ち位置３においてこのことを記載するとともに、第１章１．５

（２）①イ．（ウ）において、今後の事業実施の優先順位や方法

の見直しのための重要な視点として、「まちの姿」の変化などへ

の対応の視点を位置付けました。 

 

また、各施設の機能の必要性については、指摘事項１－１．に

記載したとおり、第４章４．１（２）⑨において「建替の設計開

始年度から概ね１０年前から２年前までの間」に、同号イ．の図

表４－１９におけるフロー図の様に公共サービスの必要性や提

供方法を検討することをルール化しました。 

 

 

・第１章１．１（１）① 

「立ち位置３」（P.4） 

 

・第１章１．５（２）①イ．（ウ） 

「「まちの姿」の変化などへの

対応」（P.46） 

 

・第４章４．１（２）⑨ 

（P.113～118） 
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指摘事項 指摘事項を踏まえた対応 素案掲載箇所 

１－６． 

建築物の劣化についての表現だが、その状況において公

共サービスを提供するのかの議論をせずに物理的な削減に

向かうことに疑義がある。（廣田会長） 

 

 

 

目標耐用年数を迎える一定期間前の段階で、公共サービスを提

供するのかの議論も含めて施設の今後の方向性を検討すること

をルール化することとします。 

 

その際、事業実施の是非、実施する事業の優先順位や方法を判

断する際に必要な視点を３つ掲げており、その１つとして「公共

サービスの提供」としています。 

 

 

・第１章１．５（２）①ア．（ア） 

「実現方法」（P.34） 

 

・第１章１．５（２）①イ．（ア）

（P.35～40） 

 

１－７． 

公共サービスはシビルミニマム（地方自治体が住民のため

に保障しなければならない最低限度の生活環境）が原則であ

り、財政的な課題を解消しようとする意図が出すぎているので

はないか。（廣田会長） 

 

 

第１章１．１（２）①「再生計画の変遷」で触れているとおり、

本計画の前身である「公共施設再生計画」は、高度経済成長期に

建設された公共施設が老朽化してきたことに加え、本市が保有す

る公共施設を全て更新することが財源確保の観点から不可能で

あるという現状を受け、将来的に人口が減少していくことを考慮

し、選択と集中により賢く縮んでいく「スマートシュリンク」の

考えを取り入れることが重要であるとして策定したものです。 

 

また、第１章１．１（１）①の立ち位置３に記載したとおり、

本計画は「将来のまちづくりを展望し、持続可能な都市経営のも

とで、老朽化が進む公共建築物の適正な機能の確保、効率的な管

理運営を実現するための事業計画」にもなっていることから、本

市の「長期計画」における「重点プロジェクト」としても位置付

けられています。 

 

このことから、本計画は財政的な課題を解消するための計画で

あることも含んでいます。 

 

・第１章１．１（２）①（P.12） 

 

・第１章１．１（１）① 

「立ち位置３」（P.4） 

 

・第２章２．２（P.56） 
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指摘事項 指摘事項を踏まえた対応 素案掲載箇所 

 

なお、第２章２．２において「時代の変化に対応した公共サー

ビスを継続的に提供すること」を目的として掲げているとおり、

適切な公共サービスを提供することは大前提としています。 

 

この点を明確にするため、第１章１．５（２）①イ．において、

第３期計画期間以降における財政的な課題を解消するための事

業実施の優先順位や方法を見直す上で重要な視点として「公共サ

ービスの提供」、「施設の安全性の確保」、「社会環境の変化」を掲

げ、それぞれについて具体的に示すこととしました。 

 

１－８． 

地域全体での施設の方向性が決まっていなければ、その地

域に存在している施設単体の方向性を検討しても身動きが取

れないと感じる。まずは地域全体の方向性をある程度決めて

から、各施設の方向性を検討するということか。（新澤委員） 

 

 

今ある公共施設は昭和４５（１９７０）年から昭和５６(１９

８１)年ごろまでが建設のピークとなっています。 

 

現在、当時から４０年以上が経過し、人口や人口構成に大きな

変化が生じるなど、新たなまちの姿を描く必要な時期を迎えてい

る地域もあります。 

  

このことから、御指摘のとおり、まちづくりとの関係に配慮した

計画策定と見直しが重要になってくると考えております。 

 

 

 

 

 

 

 

・第１章１．１（１）① 

「立ち位置３」（P.4） 

 

・第１章１．５（２）①イ．（ウ） 

「「まちの姿」の変化などへの

対応」（P.46） 
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指摘事項 指摘事項を踏まえた対応 素案掲載箇所 

 

（以下、素案の概要） 

 

指摘事項１－５．に記載したとおり、本計画は、本市の「長期

計画」及び「都市マスタープラン」において具体的に定めた本市

の目指すべき将来像に基づいた公共施設等の再生方法を定める

ものであり、第１章１．１（１）①の立ち位置３においてこのこ

とを記載するとともに、第１章１．５（２）①イ．（ウ）におい

て、今後の事業実施の優先順位や方法の見直しのための重要な視

点として、「まちの姿」の変化などへの対応の視点を位置付けま

した。 
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２．【資料２、３（骨子案）】 ≪現状、課題について≫ 

指摘事項 指摘事項を踏まえた対応 素案掲載箇所 

２－１． 

第１次、第２次計画期間中の達成内容、未達成内容、未

達成により今後どの様な影響があるかを具体的に記載する

ことが必要ではないか。（倉斗委員） 

 

２－２． 

第２次計画までの取り組みで、達成した内容やこれからの

課題を明記することを検討されたい。（廣田会長） 

 

「公共施設再生計画」策定後、現在に至るまでに実施した公共

建築物の老朽化対策の実績を第１章１．１（２）②ア．及びイ．

における図表１－７から１０でまとめました。 

 

 

達成内容については、第１章１．４（１）図表１－１８におい

て、計画に対する事業実施状況が７９．３％としております。 

 

第２期計画期間における課題については、第１章１．５（１）

において整理しており、 

・本市の公共建築物の劣化状況評価と健全度が第２次公共建築

物再生計画策定時に比べて悪化している施設が多い。 

・労務単価及び資材高騰や、社会環境の変化への対応などによ

り、第３期計画期間以降も事業費の増加が見込まれる。 

・人口減少、少子高齢化が深刻化していく中で、財源確保は更

に厳しくなる。 

といったものが見えてきた中で、現状のままでは今後の事業実施

が困難であると考えています。 

 

 

・第１章１．１（２）②ア． 

及びイ．（P.19～22） 

 

 

 

・第１章１．４（１）（P.27） 

 

・第１章１．５（１）（P.32） 
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指摘事項 指摘事項を踏まえた対応 素案掲載箇所 

２－３． 

資料３の５頁において、日本人の出生人数ついての記載が

あるが、この値を習志野市に置き換えることで公共施設等を

適切に減らす根拠になるのではないか。（廣田会長） 

 

 

高度経済成長期と、「公共施設再生計画」及び「第２次公共建

築物再生計画」における第１期及び第２期計画期間における本市

の人口推移を示すものとして図表１－３１を掲載しました。 

 

当該図表より、それぞれの時代における本市の総人口や人口構

成は大きく変化していることがわかり、当該変化に応じた公共施

設等にしていく必要性があることは明らかです。 

 

 

・第１章１．５（２）①イ．（ウ） 

「人口の変化」（P.44、45） 
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３．【資料２、３（骨子案）】 ≪脱炭素化について≫ 

指摘事項 指摘事項を踏まえた対応 素案掲載箇所 

３－１． 

ＳＤＧｓの対応について、時代の流れでもあるので基本方針

に明記することが必要である。 

（西尾委員） 

 

 

「使えるものはより長く使う」という考えにも合致しており、

環境負荷低減のための脱炭素化の取り組みとして長寿命化を推

進することについて、基本方針２−１に明記しました。 

 

 

・第２章２．４中 

「基本方針２－１」（P.62） 

３－２． 

脱炭素化は世界的な取り組みであるが、市民が「自分ごと」

として捉えるために習志野市独自の課題など身近な内容を盛

り込んだ方が良いのではないか。（倉斗委員） 

 

 

本計画では具体的に記載しておりませんが、「習志野市地球温

暖化対策実行計画」や「習志野市地球温暖化対策ガイドライン」

を策定しており、その中で本市の現状を踏まえた具体的な取り組

みを示しています。 

 

なお、御指摘の「市民が自分ごととする」という点は、脱炭素

化の取り組みだけでなく、「公共施設等の再生」全体の取り組み

を着実に進めるために大変重要なものであると考えており、市と

市民が「公共施設等の再生」に関する情報や考え方などを「共有・

共感する環境づくり」を実施していくことを第５章において記載

しています。 

 

 

・第１章１．５（２）①イ．（ウ） 

「脱炭素化の取り組み」 

（P.43、44） 

 

・第５章５．１（１）（P.125～127） 

及び 

第５章５．２（１）（P.131） 
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４．【資料４（検討事項）】 ≪全般について≫ 

指摘事項 指摘事項を踏まえた対応 素案掲載箇所 

４－１．  

１頁、第３期計画期間において中心となる考え方、（ｂ）で「必

要最低限の仕様」、「低廉で簡素」と記載されているが、市民

の豊かな暮らしや市民が愛着を持って利用する施設を提供す

る考えには矛盾するのではないか。（倉斗委員） 

 

 

「必要最低限の仕様」や「低廉簡素」という言葉の意味すると

ころは、「合理的」や「経済的」ということでありましたが、誤

解を生むものであったので表現を改め、基本方針１−２の解説に

明記しました。 

 

・第２章２．４中 

「基本方針１－２」（P.61） 

４－２．  

２～６頁、検討事項１～５について、検討事項１は施設の存

続、廃止に関する検討、検討事項２～５は存続、長寿命化する

際の事項であるため、同列に検討することは誤解を招く可能

性がある。 

フロー図のようなもので示す資料があるとわかりやすいので

はないか。（磯野副会長） 

 

 

これまで開催してきた審議会では、５つの検討事項を並列でお

示ししていましたが、素案においては第４章「計画の前提条件と

事業費の試算」の中でそれぞれの立ち位置を整理し、フローも含

めた方針等を個別に記載しています。 

 

（以下、素案の概要） 

 

第４章４．１（１）②において、施設が竣工してから再整備が

行われるまでのフロー図を作成しました（図表４−１）。 

本審議会においてお示ししている検討事項の該当箇所として、

検討事項１は「「あり方検討」の実施」というフローに該当し、

検討事項２から５については「改修／予防保全の実施」のフロー

に該当します。 

 

また、検討事項２から５を踏まえた、具体的な改修ケース分類

については第４章４．１（２）②の図表４−４で具体的に示して

おります。 

 

 

・第４章４．１（１）②（P.96） 

 

・第４章４．１（２）②（P.99） 
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指摘事項 指摘事項を踏まえた対応 素案掲載箇所 

・検討事項２ 

コンクリート圧縮強度の基準見直しであり、表の４行目に

反映されております。 

・検討事項３ 

目標耐用年数を原則として８０年とするものであり、ケー

ス３、４、５−２の２行目に該当します。 

・検討事項４ 

一定の基準を満たす施設の目標耐用年数を１００年とす

るものであり、ケース５−１の２行目に該当します。 

・検討事項５ 

改修周期の異なる部位について、一定期間に行う改修とは

別に計画に位置づけることとしたものであり、表の一番下

の行に該当します。 

 

４－３． 

今回の検討事項は、建築物の改修スケジュールを先送りし

た場合に財源確保が成り立つかとの検討手順になっており、

本来は建築物に対する問題解決を提案した場合に財源確保

が困難であることから、どの様に変更するのかといった手順に

するべきではないか。（廣田会長） 

 

 

御指摘を受け、別添資料２－１「計画策定検討にあたって」及

び資料２－２「第３期計画期間以降における公共建築物の老朽化

対策の取り組み概念図」として、まず前提の手順を整理しました。 

 

また、第１章１．２から４に示した現状と今後の見込みにより、

１．５（１）において、今後の事業実施が困難であるという課題

に触れ、同節（２）において、解決策のひとつとして事業実施の

優先順位と方法を見直すこととしており、同項①から今般の５つ

の検討事項を挙げるに至っております。 

 

 

・別添資料２－１及び２－２ 

 

・第１章１．２～１．４ 

（P.23～31） 

 

・第１章１．５（１）（P.32） 

 

・第１章１．５（２）①（P.34） 
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指摘事項 指摘事項を踏まえた対応 素案掲載箇所 

４－４． 

今回の検討は、物理的耐用年数についての記載はあるが、

公共サービスを考えた時には機能的耐用年数について検討

が必要ではないか。（廣田会長） 

 

 

御指摘のとおり、機能的耐用年数及び経済的耐用年数に関する

検討は必要なものであり、この点について素案に具体的に記載し

ました。 

 

（以下、素案の概要） 

 

第４章４．１（１）②において、竣工から再整備までのフロー

図を掲載しており（図表４−１）、その中で必要に応じて機能的

耐用年数や経済的耐用年数を設定することに触れています。 

 

また、同節（２）①において、それぞれの耐用年数について定

義をしています。 

 

 

・第４章４．１（１）②（P.96） 

 

・第４章４．１（２）①（P.97） 
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指摘事項 指摘事項を踏まえた対応 素案掲載箇所 

４－５． 

カーボンニュートラルの観点から建築した大規模木造など

は、塗装だけでは建物を維持することが困難である。 

改修年度をあらかじめ決めてしまうことで、適切な改修を行

えない恐れがあることから、改修計画での費用算出は指標の

ひとつであり、実際には計画どおりに進まないことも踏まえて

検討していただきたい。（廣田会長） 

 

 

計画においては、ケースごとに改修年度を定めますが、計画の

見直しごとに劣化状況調査等を踏まえて、建物の状況に則した対

応を図るとしておりました。 

 

しかしながら、改修年度がケースごとにあらかじめ決められて

いることで、一部の部位の劣化が目立つ施設も散見されていたこ

とから、第３次計画においては、定期的な大規模改修とは別に、

第４章４．１（２）⑤イ．のとおり、別途設備等修繕を実施する

ことを新たに位置付けました。 

 

また、本計画における各施設の改修スケジュールは、第４章で

示す各条件を踏まえて第３章において定めますが、第１章１．１

（１）②のとおり、本計画の役割は、中長期的な視点に基づいて

公共建築物の老朽化対策の見える化をすることで、短期的な視点

による対応を回避し、限られた経営資源の有効活用を図ることに

加え、計画策定時点の前提条件が変化した場合は、当該計画を見

直すことでそれ以降の公共建築物の老朽化対策の方向性を示す

ことができるものであることから、事業実施の段階で計画通りに

実行できない事情が発生した場合には、適切な見直しを実施する

こととなります。 

 

このことから、本計画の実行性の確保策を第１章１．５（２）

②のとおり定め、変化に柔軟に対応できる仕組みを構築すること

としています。なお、当該確保策の詳細は第５章に記載していま

す。 

 

・第４章４．１（２）⑤イ．（P.106） 

 

・第１章１．１（１）②（P.6） 

 

・第１章１．５（２）②（P.47） 

 

・第５章（P.123～133） 
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５．【資料４（検討事項）】 ≪検討事項１について≫ 

指摘事項 指摘事項を踏まえた対応 素案掲載箇所 

５－１．  

1 頁について、検討のスケジュールを明確にすることで実効

性※は高まるが、施設ごとに方向性を決めることが他の自治体

でも再編が進まない原因になっているのではないか。 

個々の施設からまちづくりの方向性を考えるのではなく、将来

のまちの姿を想定して施設の再編を検討することで実効性※も

高まるのではないか。（西尾委員） 

 

 

※ 補足事項 

本資料における各委員からの指摘事項は、令和６年１０月２２

日（火）に開催した令和６年度第２回公共施設等再生推進審議

会の議事録を転記したものであるため、指摘事項１－３．で記載

している「実行性の確保」及びそれに準じる文言とは表記が異な

っていることを御了承ください。 

 

御指摘のとおり、施設の今後の方向性を検討する際には、将

来のまちの姿を想定することは重要であると考えます。 

 

このことを考慮し、本計画の実行性の確保策を「共有・共感

の環境づくり」及び「庁内各組織の責任の明確化」とし、第５

章５．１においてそれぞれの定義やポイントを、５．２におい

て具体的な取り組み内容を説明しています。 

 

計画を着実に実施していくためには、計画策定段階や、各事

業の実施段階だけでなく、将来のまちの姿を想定した「公共施

設等の再生」の取り組みについて、日頃から市と市民の合意形

成が必要不可欠だと考えます。 

 

そのため、市が持っている情報や市民の意見などの要素をお

互いに共有する場（ワークショップや研修、説明会など）を積

極的に設けることとします。 

 

また、具体的な事業を進めていく上では、庁内での様々な手

続きがあり、これを遅滞なく進めていくことも大変重要です。 

 

このことから、本計画を所管している資産管理課だけでな

く、施設所管課などの庁内の各組織がそれぞれ「公共施設等の

再生」に向けて果たすべき責任と具体的な取り組みを明確化し

ます。 

 

・第５章（P.123～133） 
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指摘事項 指摘事項を踏まえた対応 素案掲載箇所 

５－２． 

アンケート実施についての説明があったが、アンケートの目

的、内容は実施前に本審議会で示されるのか。 

今後、どの様な公共施設が必要かなど新たなものを生み出

すためのアンケートは非常に難しいと感じているので確認をし

た。（倉斗委員） 

 

 

前回の審議会においては、施設の方向性の検討のルール化の

際に検討方法の一例としてアンケートを実施することについ

て触れましたが、御指摘のとおりアンケートの結果によって施

設の必要性を議論することは難しいと考えており、あくまで市

民との合意形成の過程におけるひとつの手段としてアンケー

トの実施を例示したものです。 

 

この点については、第５章に反映しておりますが、本計画の

実行性を確保するための具体的な方法として「共有・共感の環

境づくり」を挙げており、「公共施設等の再生」の取り組みを着

実に進めるためには、市と市民との合意形成は必要不可欠であ

り、一定の時間を要するものです。 

 

そのため、市が持っている情報や市民の意見などの要素をお

互いに共有する場（ワークショップや研修、説明会など）を積

極的に設けることが重要であると考えており、その場において

アンケートを実施することで、市民の意見を集約し、その後の

共有・共感の環境づくりに反映させていくということを検討し

ています。 

 

 

・第５章５．２（１）②（P.131） 
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指摘事項 指摘事項を踏まえた対応 素案掲載箇所 

５－３． 

パブリックコメントや意識調査等のアンケートは、反対意見を

反映できないなど難しい手法のひとつである。 

慎重に実施をしていただき、可能な範囲で開示していただき

たい。（廣田会長） 

 

 

アンケートの考え方については指摘事項５－２．のとおりで

す。 

 

なお、アンケートの具体的な内容は現時点では検討できてお

りませんが、今後「公共施設等の再生」を市と市民で取り組ん

でいく上ではどの様な要素や場を共有・共感する必要があるの

か、といった実行性の確保に向けた内容は含めたいと考えてい

ます。 

 

 

・第５章５．２（１）②（P.131） 

 

  



 19 / 20 

 

６．【資料４（検討事項）】 ≪検討事項２～５について≫ 

指摘事項 指摘事項を踏まえた対応 素案掲載箇所 

６－１． 

施設は個別に状況が異なることもあるため、長寿命化ありき

にならないよう総合的な判断が毎回必要になるのではないか。 

（倉斗委員） 

 

 

御指摘のとおり、総合的な判断が必要になります。 

 

そのため、第４章４．１（２）②の図表４－４のとおり、事

業計画の立案に際しては、構造や建築後の経過年数などによ

り、目標耐用年数や長寿命化の是非を判定し、基本的な改修ス

ケジュールを定めますが、同項③のとおり以下のような場合に

は個別に改修スケジュール調整することとしています。 

・各施設の劣化状況評価や健全度の結果 

・周辺施設との一体整備の実施予定がある、または一体整備

に関する検討が進んでいない 

・施設の安全性の確保を前提とした上での事業費の平準化 

・法改正や開発などを含めた社会環境の変化 

 

 

・第４章４．１（２）②、③ 

（P.99、100） 
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７．【資料４（検討事項）】 ≪報告事項について≫ 

指摘事項 指摘事項を踏まえた対応 素案掲載箇所 

７－１． 

資料４、７頁「複合化・多機能化」を実施する施設について、背

景や内容が具体的に記載してあり理解しやすい。 

今後もこのような内容を共有していただきたい。（新澤委員） 

 

 

素案の段階では、各施設の具体的な改修スケジュールは調整

中であることからお示しできませんが、今後もお示しできる情

報があれば随時共有していきます。 

 

なお、素案全般において、各用語の定義の明記や、概念や手

続きなどの図表作成など、できるだけ長い文章での説明を避け

ることで理解の促進につながるように心掛けています。 

 

 

なし 

 


